
吸収合併に係る事後開示書類 

 （会社法801条第１項及び会社法施行規則第200条に定める書面） 

令和４年４月１日 

ＳＲＳホールディングス株式会社 



令和４年４月１日 

吸収合併に係る事後開示書類 

大阪市中央区安土町二丁目３番13号 

大阪国際ビルディング30階 

ＳＲＳホールディングス株式会社 

代表取締役執行役員社長 重里 政彦 

 当社は、令和３年12月28日付でスペースサプライ株式会社（以下「スペースサプライ」といいます。）との間

で締結した吸収合併契約に基づき、令和４年４月１日を効力発生日として、当社を吸収合併存続会社、スペース

サプライを吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下「本合併」といいます。）を行いました。本合併に関し、会社

法第801条第１項及び会社法施行規則第200条に基づき、下記のとおり開示いたします。 

記 

１． 吸収合併が効力を生じた日（会社法施行規則第200条１号） 

令和４年４月１日 

２． 吸収合併消滅会社における会社法第784条の２の規定による手続の経過、会社法第785条及び第787条の規

定並びに会社法第789条の規定による手続の経過（会社法施行規則第200条２号） 

（１） 吸収合併をやめることの請求 

 スペースサプライは、当社の完全子会社であったため、会社法第 784 条の 2 に基づく本合併をやめ

ることの請求について該当事項はありません。 

（２） 反対株主の株式買取請求 

 スペースサプライは、当社の完全子会社であったため、会社法第785 条に基づく反対株主の買取請

求について該当事項はありません。 

（３） 新株予約権の買取請求 

 スペースサプライは、新株予約権を発行しておりませんでしたので、会社法第 787 条に基づく新株

予約権買取請求について該当事項はありません。 

（４） 債権者の異議 

 スペースサプライは、会社法第789条第２項及び第３項に基づき令和４年２月16日付で、官報及び

電子公告による公告を行いましたが、異議申述期限である同年３月16日までに異議を述べた債権者は

ありませんでした。 

３． 吸収合併存続会社における会社法第796条の２の規定による手続の経過、会社法第797条及び第799条の規

定による手続の経過（会社法施行規則第200条３号） 

（１） 吸収合併をやめることの請求 

 本合併は、会社法第 796 条第２項本文に規定する簡易吸収合併に該当するため､当社の株主は､会社法

第796条の２の規定に基づき本合併をやめることの請求は認められておりません｡ 

（２） 反対株主の株式買取請求 

 本合併は会社法第796条第２項本文に規定する簡易吸収合併に該当するため､会社法第797条に基づく



反対株主の株式買取請求は認められておりません｡ 

（３） 債権者の異議 

 当社は､会社法第799条第２項及び第３項に基づき令和４年２月16日付で､官報及び電子公告による公

告を行いましたが､異議申述期限である同年３月16日までに異議を述べた債権者はありませんでした｡ 

４． 吸収合併により吸収合併存続会社が吸収合併消滅会社から承継した重要な権利義務に関する事項（会社法施

行規則第200条第４号） 

  当社は、本合併の効力発生日である令和４年４月１日をもって、スペースサプライからその資産、負債その

他の権利義務の一切を承継いたしました。 

５． 会社法第782条第１項の規定により吸収合併消滅会社が備え置いた書面に記載された事項（会社法施行規則

第200条第５号） 

別紙のとおりです。 

６． 会社法第921条の変更の登記をした日（会社法施行規則第200条第６号） 

令和４年４月１日 

７． 前号に掲げるもののほか、吸収合併に関する重要な事項（会社法施行規則第200条第７号） 

該当事項はありません。 

以上 



別紙 

吸収合併に係る事前開示書類 

 （会社法782条第１項及び会社法施行規則第182条に定める書面） 

令和３年12月29日 

スペースサプライ株式会社 



令和３年12月29日 

吸収合併に係る事前開示書類 

大阪市中央区安土町二丁目３番13号 

大阪国際ビルディング30階 

スペースサプライ株式会社 

代表取締役社長 田中 正裕 

 当社は、令和３年12月28日付でSRSホールディングス株式会社（以下、「SRSホールディングス」といいます。）

との間で締結した吸収合併契約（以下「本契約」といいます。）に基づき、令和４年４月１日を効力発生日とする

吸収合併（以下「本合併」といいます。）を行うことといたしました。本合併に関し、会社法 782 条１項及び会

社法施行規則182条に定める事前開示事項は下記のとおりです。 

記 

１．吸収合併契約の内容（会社法782条第１項第１号） 

本契約は別紙１のとおりです。 

２．合併対価の相当性に関する事項及び合併対価について参考となるべき事項（会社法施行規則182条第１項第

１号及び第２号） 

当社はSRSホールディングスの完全子会社であるため、本合併に際して、株式その他の金銭等の交付及び割

当は行いません。 

３．新株予約権の対価の定めの相当性に関する事項（会社法施行規則第182条第１項第３号）

該当事項はありません。 

４．計算書類等に関する事項（会社法施行規則第182条第１項第４号） 

（１） 吸収合併存続会社に関する事項 

ア  最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙２のとおりです。 

イ  最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

該当事項はありません。 

ウ  最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財産の状況に重要 

な影響を与える事象の内容 

SRSホールディングスは、令和３年５月18日開催の取締役会において、会社法459条第１項第２号及

び第３号の規定に基づく定款の定めにより資本準備金の額の減少及び剰余金の処分について決議し、同

日その効力が発生しております。詳細は、SRSホールディングスが開示する第53期有価証券報告書の77

頁に記載の「（重要な後発事象）」をご参照ください。 

（２）吸収合併消滅会社に関する事項 

該当事項はありません。 



５．吸収合併が効力を生ずる日以後における吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関する事項（会社法施行

規則第182条第１項第５号） 

本合併後のSRSホールディングスの資産の額は、債務の額を十分に上回ることが見込まれます。また、本合

併後のSRSホールディングスの収益状況及びキャッシュ・フローの状況について、債務の履行に支障を及ぼす

ような事態は現在のところ予測されておりません。 

したがって、本合併後におけるSRSホールディングスの債務について履行の見込みがあるものと判断してお

ります。 

６．事前開示後の変更事項（会社法施行規則第182条第１項第６号） 

上記開示事項に変更が生じた場合には、変更後の当該事項について開示いたします。 

以上  



別紙１ 吸収合併契約の内容 

次ページ以降をご参照ください。 







別紙２ 吸収合併存続会社の最終事業年度に係る計算書類の内容 

 次ページ以降をご参照ください。 
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第 53 期定時株主総会招集ご通知に際しての 

インターネット開示事項

事業報告 

会社の体制及び方針 

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを 

確保するための体制その他業務の適正を確保するための

体制及びその運用状況の概要 

会社の支配に関する基本方針 

会社の新株予約権等に関する事項 

当社の新株予約権等に関する事項 

（令和２年４月１日から令和３年３月 31 日まで） 

連結計算書類 

連結株主資本等変動計算書 

連結注記表 

（令和２年４月１日から令和３年３月 31 日まで） 

計算書類 

株主資本等変動計算書 

個別注記表 

（令和２年４月１日から令和３年３月 31 日まで） 

SRS ホールディングス株式会社 

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確

保するための体制及びその運用状況の概要、会社の支配に関する基本方針、当社の新株予約権

等に関する事項、連結計算書類の連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の連結注記表、計

算書類の株主資本等変動計算書および計算書類の個別注記表につきましては、法令および当社定

款の定めにより、インターネット上の当社ウェブサイト（https://srs-holdings.co.jp/）の「IR 情報＞株

主のみなさまへ＞株主総会及び報告書」に掲載することにより株主の皆様へ提供しております。 
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会社の体制及び方針 

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確

保するための体制及びその運用状況の概要 

当社及び当社子会社は、事業活動が有効かつ効率的に行われ、財務報告の信頼性を確保し、コ

ンプライアンスを重視した経営を行うことを目標としており、内部統制システムは、当社及び当

社子会社の経営目標・戦略を達成するための仕組みであるだけでなく、企業価値を高め、競争を

勝ち抜き、存続し続けるために必要不可欠な仕組みであると認識しております。このような基本

的な考え方のもと、業務の適正を確保するために必要な内部統制システムの構築に関して、継続

的にその実効性を高め、より強固な体制とすべく整備を図ります。

(1)当社の取締役及び使用人の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確保するための体制 

①当社は、コンプライアンス全体を統括する組織として、社長を委員長とする「コンプライアン

ス委員会」を設置し、役員をはじめ従業員へ企業倫理及び法令の遵守に対する意識を浸透させ、

不正や不祥事等の違法行為の発生を防止する啓発活動等を行う。また、コンプライアンス委員

会運営規程に則り、法令・定款の遵守はもとより、当社のフィロソフィー（企業哲学）・経営

理念に基づいて制定した「企業倫理憲章」遵守の実効性を高め、企業文化として根付かせるた

め、役員については「ＳＲＳグループ役員倫理規範」を、従業員に対しては「ＳＲＳグループ

従業員規範」を制定し、コンプライアンスに関する手引書ならびに各種研修及び諸会議におい

て指導する等周知徹底する。 

②コンプライアンス委員会の事務局はコーポレートガバナンス統括部とし、内部通報規程に基づ

いて、従業員がコンプライアンスの観点から判断に迷った場合や不正行為を発見した場合等の

内部通報の受付を行う。また、会社は、通報者の秘密を保持し、不利益な取扱はしない。 

③内部監査部門が内部統制の視点から内部監査を実施する体制を整備する。 

(2)当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社は、法令及び文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書又は電磁的記録媒

体（以下「文書等」という。）に記録し保存する。取締役は、適宜これらの文書等を閲覧でき

るものとする。 

(3)当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①当社は、分野ごとに発生の可能性があるリスクの洗い出しに努めるとともに、想定されるリス

クについて、社内規程に則った部門責任者による自律的管理を行う。 

②商品の安全・安心のための品質保証、コンプライアンス等について、社長を委員長とする各種

委員会を設置し、全社横断的な管理体制を構築する。 

③特に重要な提供商品の安全・安心に関しては、品質保証・食の安全に関する品質保証委員会に

おいて、食材の開発・仕入れから加工・提供及び監視までの品質保証に関する一貫した安全・

安心体制の精度の向上を図る。 

④重大な損害の発生が予測されるリスク情報が、直ちに経営者へ報告伝達される危機管理体制を

構築運営する。 

(4)当社の取締役及び執行役員の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

①当社は、執行役員制度を導入し、取締役（監査等委員である取締役を除く）、執行役員とも任

期を１年と定め、変化の激しい経営環境に機敏に対応する体制をとる。 

②事業の運営については中期経営計画を策定し、会社として達成すべき目標を共有するとともに、

各年度計画及び予算を策定し、取締役及び執行役員の業績に対する目標を明確にする。 
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③通常業務遂行に関しては、業務分掌・職務権限・決裁に関する規程等により各部門責任者へ権

限を委譲し、担当取締役及び担当執行役員が職務執行状況を管掌する体制をとる。 

④原則として、定例の取締役会を毎月１回開催し、重要事項の決定ならびに取締役及び執行役員

の業務執行状況の監督を行う。 

⑤取締役会の機能をより強化し経営効率を向上させるため、執行役員及び重要な子会社の責任者

が出席する経営会議を月２回開催し、業務執行に関する基本的事項及び重要事項に係る議論な

らびに意思決定をより機動的に行う。 

 (5)当社及び当社子会社における業務の適正を確保するための体制 

①当社子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

当社が定める「関係会社管理規程」及び「経営会議規程」に基づき、当社子会社の営業成績、

財務状況その他重要な情報について定期的又は随時の報告を義務付ける。 

②当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

当社子会社において「リスク管理規程」を策定し、同規程において担当部署を定めリスク管理

を行う。また、当社の内部監査部門は、当社子会社のリスク管理の実施状況について定期的に

監査を実施し、当社代表取締役及び監査等委員会に対しその結果を報告する。 

③当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

当社子会社における取締役の任期を１年と定め、変化の激しい経営環境に機敏に対応する体制

をとる。また、当社子会社においても、中期経営計画を策定し、当社及び当社子会社として達

成すべき目標を共有するとともに、各年度計画及び予算を策定し、取締役及び執行役員の業績

に対する目標を明確にする。なお、当社子会社の管理を担当する取締役は、当該子会社の取締

役及び重要な使用人と定期的に情報交換を行い、職務執行の効率性に関する観点からの課題を

把握し、改善を検討する。 

④当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

      当社子会社の規模や業態等に応じて、適正数の監査役及びコンプライアンス担当部署を配置す

るとともに、当社子会社の役職員を含めた法令遵守等に関する研修を適宜行い、コンプライア

ンス意識の向上を図る。また、当社の内部監査部門は、当社子会社のコンプライアンス体制に

ついて定期的に監査を実施し、当社代表取締役及び監査等委員会に対しその結果を報告する。

なお、当社子会社の管理を担当する取締役は、当該子会社の取締役及び重要な使用人と定期的

に情報交換を行い、コンプライアンス上の課題を把握し、改善を検討する。 

 (6)当社の監査等委員会の使用人に関する事項  

      監査等委員会が必要と認めた場合には、職務を補助するコーポレートガバナンス統括部の他、

子会社監査役、内部監査部門、管理本部（人事総務、経営企画、財務経理）の部員その他監査

補助業務に必要な知識・能力を備えた使用人に監査等委員会の職務を補助させるものとする。

この場合、当該使用人は、監査補助業務に関しては監査等委員会の指揮命令に従うものとする。

また当該使用人の人事異動及び人事評価については、監査等委員会の事前同意又は事前協議を

要することとする。 

 (7)当社の監査等委員会への報告に関する体制 

①当社及び当社子会社の取締役、監査役及び使用人は、当社又は当社子会社の業務又は財務の状

況に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見したとき、重大なコンプライアン

ス違反の発生の懸念があるときは、法令に従い、直ちに当社監査等委員会に報告するものとす
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る。 

②当社監査等委員は、重要な意思決定の過程、業務の執行状況を把握するため、業務執行取締役

等で構成される経営会議に出席する。 

③当社コーポレートガバナンス統括部、内部監査部門は定期的に監査等委員会に、当社及び当社

子会社における内部監査、コンプライアンス、リスク管理等の状況を報告する。     

④当社子会社監査役は当社監査等委員会へ当該子会社の監査役監査状況等を報告し、情報の共有

化を図る。 

   (8)監査等委員会、監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け

ないことを確保するための体制 

当社は、当社監査等委員会及び当社子会社監査役へ報告を行った当社グループの役職員に対し、

当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社グループの

役職員に周知徹底する。 

(9)当社の監査等委員の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項 

①当社は、監査等委員の職務の執行について必要な費用等を支弁するため、各年度計画策定時に

一定額の予算を設定する。 

②監査等委員会が監査の実施のため独自に外部専門家（弁護士、公認会計士等）に対し助言を求

める又は必要な調査を委託する等、所要の費用を請求するときは、当該請求が監査等委員会の

職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、その費用を負担する。 

(10)その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

①業務執行取締役等が決裁した社内稟議書の写しを、監査等委員会が閲覧し、必要に応じて取締

役（監査等委員である取締役を除く）又は使用人にその説明を求めることができる体制をとる。 

②内部監査部門は、定期的に各部門に対して内部監査を実施するとともに、監査等委員会及び会

計監査人との連携を図り、適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行に努める。 

(11)財務報告の適正性を確保するための体制 

    当社は、代表取締役執行役員社長を委員長とする「内部統制委員会」を設置するとともに、そ

の下部組織として「内部統制小委員会」を設け、それらの方針・指導・支援のもと、当社及び

当社子会社において、金融商品取引法に基づく評価・監査の基準・実施基準に沿った、内部統

制システムの整備及び適正な運用を進め、企業集団としての財務報告の適正性を確保するべく

体制の強化を図る。 

(12)反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 

①規程の制定 

当社及び当社子会社の従業員規範・役員倫理規範において、社会の秩序や企業の健全な活動に

脅威を与える反社会的な勢力に対して、毅然とした態度をとり、反社会的勢力に経済的な利益

は一切供与しないことを定める。 

②反社会的勢力への対応方針 

       反社会的勢力に対しては、全社員一丸となり会社全体として対応することとし、反社会的勢力

の関係者と思われる者に対する金銭その他の経済的利益の供与は禁止する。なお、反社会的勢

力に対する対応責任部門は総務部門とし、その対応にあたる。 

③外部の専門機関との連携 

当社は大阪府企業防衛連合協議会に加盟し、平素より関係行政機関等からの情報収集に努め、

事案の発生時には関係行政機関や弁護士等法律の専門家と緊密に連絡を取り、組織全体として
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速やかに対処できる体制を構築する。 

   ④対応マニュアルの整備及び講習会等への参加 

       反社会的勢力対応マニュアルを作成するとともに、大阪府警察本部主催の講習会に参加し、対

応上の留意点等を随時社内において共有する。 

(13)業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

当社及び当社子会社は、上記の業務の適正を確保するための体制について、平成 29 年 10 月の

持株会社体制移行に合わせ、取締役会において見直し決議された「ＳＲＳグループ内部統制シ

ステムの基本方針」に基づき、内部統制システムを整備運用しております。 

また、内部統制については、その実効性をより高め、システムの充実を図るべく、平成 29 年４

月に新設したコーポレートガバナンス統括部において、令和２年２月に「統制環境」「リスク

評価」「情報と伝達」「モニタリング」「ＩＴ統制」の５つの観点から全社的なチェックを、

また、コンプライアンスについては、社長を委員長とする委員会を適時開催し、お客様クレー

ムや内部通報制度の運用などの実態の調査を行っており、取締役会等へ年４回報告するととも

に、令和２年８月には、パワハラ防止法施行への対応について検討を開始し、以降、研修会を

通した社員への通知、コンプライアンスの手引きの改訂、当社及び当社子会社の就業規則や各

種規程を変更するなどの対応をしております。

２．会社の支配に関する基本方針 

(1) 会社の支配に関する基本方針の内容 

当社は、『私たちは、食を通じて社会に貢献します。』という当社のフィロソフィー（企業

哲学）ならびにこれに基づき築きあげられた企業価値は、当社が中長期的に発展する基礎とな

るべきものと考えています。 

また、当社の経営にあたっては、外食産業に関する永年に亘る技術の蓄積と経験ならびに当

社のお取引先及び従業員等のステークホルダーのみならず、当社が事業を行っている地域にお

けるお客様との間に築かれた信頼関係への理解が不可欠であり、これらに関する充分な理解な

くしては、当社の企業価値を適正に判断することはできないものと考えております。 

さらに、当社は、地域社会において潤いのある、楽しい食事の機会を提供するという地道な

努力・実績の積み重ねこそが企業価値の拡大を導くものと考えており、とりわけ、短期的な目

先の利益追求ではなく、腰を据えて社会の繁栄に役立つ様々な事業活動の推進等の中長期的に

企業価値向上に取組む経営こそが、株主の皆様全体の利益の拡大に繋がるものと考えておりま

す。 

当社が携わる外食産業は、人びとが生きていく上で不可欠な「食」を担うものであり、食の

安全を充分に意識して取組んでいく必要があります。このような取組みと実績の積み重ねは、

当社の更なる飛躍の基礎であり、当社の企業価値の源泉であると考えております。 

当社取締役会は、当社の企業価値及び株主共同の利益を最大化していくためには、中長期的

な観点から、このような当社の企業価値を生み出す源泉を育て、強化していくことが最も重要

であり、当社の財務及び事業の方針の決定は、このような認識を基礎として判断される必要が

あります。 

したがって、当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値の

源泉を理解し、当社が企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上して

いくことを可能とする者であるべきと考えております。 

(2) 基本方針の実現に資する取組み（企業価値及び株主利益向上に向けた取組み） 
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当社は、当社創業者が昭和 33 年 11 月に法善寺横丁に飲食店「すし半」を開店し、すしと素

材盛り沢山の鍋を安価で提供することにより「働く者の鍋屋」として絶大なご支持を頂いたこ

とに始まります。 

以来、今日まで、お客様の食生活への貢献を企業目的として、和食チェーン「和食さと」を

中心にして取組んでまいりました。 

当社は、『私たちは、食を通じて社会に貢献します。』というフィロソフィー（企業哲学）

の下『ＤＲＥＡＭ【夢みる】パートナーと共に、夢の実現をめざします。』、『ＥＮＪＯＹ

【楽しむ】カスタマーと共に楽しさを分かち合います。』、『ＬＯＶＥ☆【愛する】コミュニ

ティーを愛し、人びとと共に生きます。』という３つの経営理念を掲げています。 

飲食店としてお客様をはじめ地域社会に親しまれる経営を心がけるとともに、従業員との協

働を通じて、食を通じた社会への貢献を実現するべく、日々の企業活動の担い手である従業員

との信頼関係の構築に努めており、かかるフィロソフィー（企業哲学）の下、当社の企業価値

ひいては株主共同の利益を向上させるべく経営努力を重ねております。 

具体的には、以下のような施策に取組んでおり、当社ウェブサイト( https://srs-

holdings.co.jp/ )上の「CSR 情報」にて情報を公開しております。 

① 安全・安心へのこだわり 

 当社は、お客様の健康を願い、安心してお食事をお召し上がりいただけるよう、食材の鮮度

管理はもちろんのこと、その調達にあたり、国の定める基準に準拠し、チェックを行っており

ます。 

② 環境保全への取組み 

環境・社会と経済が調和した「持続可能な社会」の実現に貢献するため、当社「企業倫理憲

章」には「環境問題への取組みは、企業の存在と活動に必須の条件であると認識し行動する」

と定められており、「地球温暖化防止・エネルギー使用の合理化」や「食品廃棄物等の発生抑

制・リサイクル」などを重点課題としております。 

③ 地域・社会への貢献 

当社は、地域になくてはならない企業たるべく、適正な利益を確保しつつも、社会の繁栄に

貢献するべく各種活動を実施しております。「食育」を通じた健全な次世代の育成支援を目的

とし、地元中学生の「店舗体験学習」への協力や「キッザニア甲子園内、すし屋パビリオン」

への出展を実施しております。また、「ハンドルキーパー運動」などの飲酒運転根絶活動、各

自治体による「災害時帰宅困難者支援活動」、「フードバンク」への食品の寄贈を通じた各団

体の支援活動、社外団体の募金活動にも協力しております。 

④ 働きやすい職場環境の整備 

当社は、互いの人権・人格・価値観を尊重し、安全で働きやすい職場環境の整備に努めてお

り、その前提に立って、経営理念にも謳われている「夢を実現できる会社」を実現するべく、

各種人事・教育制度を採用・実施しております。 

今後もこれらの取組みの積み重ねにより、「最も顧客に信頼されるレストラン」の実現を図

り、社会から真に必要とされる企業を目指し成長を続ける所存です。 

さらに、当店をご利用頂くお客様に、より当店への理解と愛着を深めて頂き、ひいては、当

社の株主としてのご支援を頂くことを念頭に、個人株主の形成に向けて株主優待の充実をはじ

めとする株主への利益還元にも取組んでおります。 
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(3) 会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定

が支配されることを防止するための取組み 

当社は、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の

方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして、平成 29 年 5 月 12 日の取締役会

において「当社株式の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策）」（以下「本プラン」とい

います。）継続を決議し、平成 29 年６月 29 日開催の第 49 期定時株主総会において承認をいた

だいておりましたが、令和２年５月 18 日の取締役会において本プランの終了を決議いたしまし

た。現在では不適切な大規模買付行為を防止するための具体的な対応策（買収防衛策）を導入

しておりません。このため、当社株式に対する大規模買付を行おうとする者に対しては、大規

模買付行為の是非を株主の皆様が適切に判断するために必要かつ十分な情報の提供を求め、あ

わせて当社取締役会の意見等を開示し、株主の皆様の検討等のために必要な時間と情報の確保

に努めるなど、金融商品取引法、会社法その他関係法令に基づき、適宜適切な処置を講じると

ともに、引き続き企業価値及び株主の皆様の共同の利益の一層の確保、向上に努めてまいりま

す。 

会社の新株予約権等に関する事項 

１．当社の新株予約権等に関する事項 

 （１）当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予

約権の状況 

該当事項はありません。 

 （２）当事業年度中に職務遂行の対価として使用人等に交付した新株予約権の状況 

該当事項はありません。 

 （３）その他新株予約権等に関する重要な事項 

令和２年 11 月 11 日開催の取締役会決議に基づき発行した新株予約権 

    １、新株予約権の総数 

      ６７，０００個 

    ２、新株予約権の目的である株式の種類と数 

      普通株式 ６，７００，０００株（新株予約権１個につき１００株） 

    ３、新株予約権の払込金額 

      新株予約権１個あたり２４５円 

    ４、新株予約権の払込期日 

      令和２年 11 月 27 日 

    ５、新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

(１)新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割

当株式数を乗じた額とする。 

(２)新株予約権の行使に際して出資される当社普通株式１株当たりの金銭の額（以下

「行使価額」という。）は、当初 922 円とする。なお、新株予約権の各行使請求の

効力発生日の直前取引日の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取

引の終値（同日に修正がない場合には、その直前の終値）の 92％に相当する金額

（1 円未満の端数を切り捨てた金額）に修正される。但し、修正後の行使価額が 646

円を下回ることになる場合には行使価額は修正後の行使価額とする。 
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    ６、新株予約権の行使期間 

      令和２年 11 月 30 日から令和５年 11 月 29 日まで 

    ７、新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

      (１)増加する資本金の額は、資本金等増加限度額に 0.5 を乗じた金額。 

(２)増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた

金額。 

８、新株予約権の行使の条件 

      (１)割当先は、第三者割当契約に従って当社に対して新株予約権の行使に係る許可申請

書を提出し、これに対して当社が書面（以下「行使許可書」という。）により新株

予約権の行使を許可した場合に限り、行使許可書に示された最長 60 取引日の期間

（以下、「行使許可期間」という。）に、行使許可書に示された数量の範囲内での

み新株予約権を行使できます。また、割当先は、何度でも行使許可の申請を行うこ

とができますが、当該申請の時点で、それ以前になされた行使許可に基づき新株予

約権の行使を行うことが可能である場合には、行使許可の申請を行うことができな

い。 

      (２)当社は行使許可を行った後、行使許可期間中に、当該行使許可を取り消す旨を割当

先に通知することができ、この場合、通知の翌取引日から、割当先は当該行使許可

に基づき新株予約権を行使することができない。 

      (３)当社は行使許可を行った場合又は行使許可を取り消した場合には、その旨をプレス

リリースにて開示する。 

９、割当先 

第三者割当の方法により、発行した新株予約権の総数をモルガン・スタンレーMUFG 証券

株式会社に割当てた。 
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（単位：千円）

当期首残高 8,532,856 6,391,352 △1,322,741 △120,009 13,481,457

当期変動額

新株の発行 543,254 543,254 1,086,508

親会社株主に帰属する当期純損失 △4,067,507 △4,067,507

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額）

当期変動額合計 543,254 543,254 △4,067,507 － △2,980,999

当期末残高 9,076,110 6,934,606 △5,390,248 △120,009 10,500,458

当期首残高 84,925 32,731 △962,306 11,070 △ 833,578 － 154,182 12,802,060

当期変動額

新株の発行 1,086,508

親会社株主に帰属する当期純損失 △4,067,507

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純額）

90,434 20,024 － 786 111,245 13,012 44,684 168,942

当期変動額合計 90,434 20,024 － 786 111,245 13,012 44,684 △2,812,056

当期末残高 175,359 52,755 △962,306 11,857 △ 722,333 13,012 198,866 9,990,004

(注)記載金額は、表示単位未満の端数を切捨て表示しております。

新株予約権項　目

その他の包括利益累計額

純資産合計
その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金 為替換算調整勘定

その他の包括利益
累計額合計

非支配株主持分

連結株主資本等変動計算書

自　令和２年４月１日

至　令和３年３月31日

項　目

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
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連結注記表 

（１）連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

①連結の範囲に関する事項 

ア．連結子会社の状況 

  ・連結子会社の数        ７社 

  ・連結子会社の名称      サトフードサービス株式会社 

株式会社フーズネット 

株式会社家族亭 

株式会社宮本むなし 

株式会社サンローリー 

サト・アークランドフードサービス株式会社 

                 台湾上都餐飲股份有限公司 

 イ．非連結子会社の状況 

 ・非連結子会社の名称     スペースサプライ株式会社                 

・連結の範囲から除いた理由   非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益及

び利益剰余金等は、連結計算書類に重要な影響を及ぼさないた

め、連結の範囲から除外しております。 

②持分法の適用に関する事項 

持分法を適用していない非連結子会社の状況 

・会社等の名称        スペースサプライ株式会社                      

 ・持分法を適用しない理由    当期純損益及び利益剰余金等からみて、持分法の対象から除い

ても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ重要性がな

いため、持分法の適用範囲から除外しております。 

 ③連結子会社の事業年度に関する事項 

     連結子会社のうち、台湾上都餐飲股份有限公司の決算日は 12 月 31 日であります。連結計算書

類の作成に当たっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引に

ついては連結上必要な調整を行っております。その他の連結子会社の決算日は、連結会計年度と

一致しております。 

 ④会計方針に関する事項 

Ⅰ）重要な資産の評価基準及び評価方法 

ア．有 価 証 券 

（ア）子 会 社 株 式……移動平均法による原価法 

（イ）そ の 他 有 価 証 券  

時 価 の あ る も の……決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部 

純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
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算定） 

      時 価 の な い も の……移動平均法による原価法 

   イ．デ リ バ テ ィ ブ ……時価法 

ウ．た な 卸 資 産……通常の販売目的で保有するたな卸資産については、評価基

準は原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

（ア）商  品……最終仕入原価法及び総平均法による原価法 

（イ）原 材 料……総平均法及び先入先出法による原価法 

（ウ）貯 蔵 品……総平均法及び先入先出法による原価法 

 Ⅱ）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

ア．有 形 固 定 資 産 ……主として定率法により償却しております。ただし、一部の連結

(リース資産除く)     子会社では、建物及び平成 28 年 4 月 1 日以後に取得した建物付

属設備及び構築物は定額法により償却しております。 

                        なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物    ３年～31 年 

機械装置及び運搬具  ２年～10 年 

その他        ２年～15 年 

   イ．無 形 固 定 資 産 ……定額法により償却しております。 

(リース資産除く)   なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用

可能期間(５年)に基づいております｡ 

ウ．リ ー ス 資 産 ……所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産につい

ては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定す

る方法によっております。なお、リース取引開始日が平成 20 年

３月 31 日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

  Ⅲ）重要な引当金の計上基準 

ア． 貸 倒 引 当 金 ……売掛金等債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について 

は、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

イ． 賞 与 引 当 金 ……従業員の賞与支給に備えるため、賞与の支給見込額の当連結会

計年度対応分を計上しております。 

ウ． 店舗閉鎖損失引当金……閉店等により発生する損失に備えるため、合理的に見込まれる 

保証金解約損失等の関連損失を引当計上することにしておりま 

す。            

  エ.  役員退職慰労引当金……当社及び一部の連結子会社は、役員の退任時の役員退職慰労金

の支給に備えるため、役員退職慰労金の内規に基づく期末要支

給額を計上しております。なお、役員退職慰労金の算定に際し
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て、当社については、平成 14 年６月末日をもって平成 14 年７

月以降の在任年数の加算を打ち切っており、連結子会社につい

ては、令和２年３月末日をもって令和２年４月以降の在任年数

の加算を打ち切っております。 

オ.  役員株式給付引当金……役員の退任時に当社株式を給付する株式報酬制度に基づき、一 

定の要件を満たした取締役に対してポイントを付与し、当該

ポイントに相当する引当金を計上しております。 

Ⅳ）退職給付に係る会計処理の方法 

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末

自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

Ⅴ）重要なヘッジ会計の方法 

ア．ヘッジ会計の方法 

      繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理

の要件を充たしている場合には振当処理を、金利スワップ取引については、特例処理の条

件を充たしている場合には特例処理を採用しております。 

    イ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。 

（ア）ヘッジ手段………為替予約 

 ヘッジ対象………原材料輸入による外貨建買入債務及び外貨建予定取引 

（イ）ヘッジ手段………金利スワップ 

     ヘッジ対象………借入金 

      ウ．ヘッジ方針 

「社内管理規程」に基づき、為替変動リスク、金利変動リスクをヘッジしております。 

    エ．ヘッジ有効性の評価 

        ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フローの変動の累計とヘッジ手段の相場変動又

はキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価して

おります。ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略

しております。 

Ⅵ）のれんの償却方法及び償却期間 

    のれんの償却については、15 年の定額法により償却をしております。 

Ⅶ）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

  ア．繰延資産の処理方法 

      社債発行費…社債償還期間にわたり均等償却しております｡ 

   イ．消費税及び地方消費税の会計処理 

税抜方式によっております。 

   ウ．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

      外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損 
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益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、在外子会社の決算日の 

直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換 

算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。 

（２）表示方法の変更 

（連結貸借対照表） 

前連結会計年度において、流動資産の「その他」に含めておりました「未収入金」（前連結会

計年度 313,576 千円）については、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記し

ております。 

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用） 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第 31 号 令和２年３月 31 日）を

当連結会計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に会計上の見積りに関す

る注記を記載しております。 

（３）会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であって、

翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであ

ります。 

①固定資産の減損 

Ⅰ）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

（単位：千円） 

 当連結会計年度 

有形固定資産 8,217,537

無形固定資産 1,279,928

Ⅱ）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する事項 

当社グループは、原則として、店舗や賃貸資産を基準としてグルーピングを行っております。 

減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引前将来キャッシ

ュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定しており

ます。判定の結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識

が必要とされた場合、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価

額）まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失として認識しております。 

また、店舗の将来キャッシュ・フローの見積りは中期経営計画や店舗別予算を基礎としてお

り、新型コロナウイルス感染症の影響や販売施策、コスト削減施策などを織り込んでおります。

このうち、新型コロナウイルス感染症による売上高への影響を、業態や立地に応じて、令和４

年３月期の前半から後半に向けて徐々に回復していくものと仮定して見積もっております。 

これらの仮定は将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、翌連結会計年度

の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。 
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②繰延税金資産の回収可能性 

Ⅰ）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

（単位：千円） 

 当連結会計年度 

繰延税金資産 771,140

Ⅱ）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する事項 

当社グループは、将来の事業計画に基づいた課税所得の見積りに基づき、回収可能性がある

と判断した将来減算一時差異等について、繰延税金資産を計上しております。 

課税所得の見積りについては一定の仮定に基づき算定しており、これらの仮定は将来の不確

実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響

を与える可能性があります。 

なお、新型コロナウイルス感染症による売上高への影響の見積りは、「４．連結注記表 

（３）会計上の見積りに関する注記 ①固定資産の減損」の内容と同一であります。 

（４）連結貸借対照表に関する注記 

①有形固定資産の減価償却累計額 

   建物及び構築物 

   機械装置及び運搬具 

   リース資産 

   その他

   計   

19,802,111千円

727,713  

1,367,229  

      5,030,437  

26,927,491  

(有形固定資産の減価償却累計額に減損損失累計額を含めて表示しております。) 

②担保に供している資産及び担保に係る債務 

建物及び構築物 

      土地 

   投資有価証券       

   計 

   上記に対する債務 

    長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）     

49,277千円

2,804,319  

      278,099  

3,131,695  

2,699,400千円

③特定融資枠 

運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と特定融資枠契約を締結しております。

特定融資枠契約の総額                        4,500,000千円

当連結会計年度末借入実行残高                        －千円
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④土地の再評価 

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用の土地

の再評価を行い、再評価に係る繰延税金負債を負債の部に、土地再評価差額金を純資産の部

に、それぞれ計上しております。 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年3月31日公布政令第119号)第２条第４号に定め

る地価税法第16条に規定する「地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定する

ための財政評価基本通達」により算出しております。 

再評価を行った年月日                      平成12年３月31日

再評価を行った土地の当期末における 

時価と再評価後の帳簿価額との差額                △1,106,748千円 
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（５）連結損益計算書に関する注記 

①減損損失 

当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

ア． 減損損失を認識した資産グループの概要 

用途 種類

東京都千代田区 愛知県日進市

東京都江東区 三重県津市

東京都足立区 三重県三重郡

東京都豊島区 滋賀県栗東市

東京都世田谷区 滋賀県草津市

東京都葛飾区 京都府京都市

東京都杉並区 京都府京田辺市

東京都清瀬市 京都府相楽郡

東京都立川市 大阪府泉佐野市

東京都町田市 大阪府大阪市

東京都多摩市 大阪府高槻市

東京都東久留米市 大阪府吹田市

東京都武蔵村山市 大阪府東大阪市

北海道札幌市 大阪府八尾市

新潟県東蒲原郡 大阪府豊中市

千葉県浦安市 大阪府箕面市

千葉県流山市 大阪府河内長野市

千葉県習志野市 大阪府岸和田市

千葉県船橋市 大阪府堺市

千葉県市川市 大阪府守口市

千葉県松戸市 大阪府松原市

千葉県千葉市 大阪府泉大津市

千葉県八千代市 大阪府大阪狭山市

埼玉県朝霞市 大阪府大東市

埼玉県さいたま市 大阪府池田市

埼玉県川越市 大阪府門真市

埼玉県草加市 奈良県北葛城郡

埼玉県八潮市 奈良県桜井市

埼玉県比企郡 奈良県奈良市

神奈川県横須賀市 奈良県大和郡山市

神奈川県横浜市 奈良県橿原市

神奈川県川崎市 和歌山県和歌山市

神奈川県相模原市 兵庫県明石市

神奈川県平塚市 兵庫県姫路市

静岡県浜松市 兵庫県加古川市

静岡県静岡市 兵庫県尼崎市

静岡県焼津市 兵庫県西宮市

静岡県御殿場市 兵庫県神戸市

岐阜県岐阜市 岡山県岡山市

愛知県東海市 岡山県倉敷市

愛知県名古屋市 （海外）

愛知県安城市 台湾　台中市

愛知県一宮市 台湾　苗栗市

愛知県西尾市

その他

建物及び構築物

有形固定資産その他

のれん

無形固定資産その他

建物及び構築物

土地

無形固定資産その他

大阪府大阪市

兵庫県西宮市
賃貸資産

大阪府大阪市

場所

店舗

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

リース資産

有形固定資産その他

無形固定資産その他

投資その他の資産その他

イ．減損損失の認識に至った経緯 

店舗においては営業活動から生ずる損益が継続してマイナス又は継続してマイナスの見込

みである資産グループ及び閉店の意思決定をした資産グループにおいて、資産グループから

得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回ったため、帳簿価額を回収
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可能価額（正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、当該減少額を減損

損失として特別損失に計上しております。 

賃貸資産においては賃貸物件から生ずる損益が継続してマイナス又は継続してマイナスの

見込みである資産グループにおいて、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フ

ローの総額が帳簿価額を下回ったため、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は使用価

値のいずれか高い価額）まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しており

ます。 

また、連結子会社である株式会社家族亭の株式取得時に発生したのれん及び無形固定資産

その他並びに株式会社宮本むなしの株式取得時に発生した無形固定資産その他について、各

社の財務内容及び今後の見通しを勘案し、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は使用

価値のいずれか高い価額）まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上してお

ります。 

ウ．減損損失の金額          （単位：千円） 

用途 種類 金額

建物及び構築物 839,825

機械装置及び運搬具 19,170

リース資産 83,869

有形固定資産その他 204,388

無形固定資産その他 5,430

投資その他の資産その他 5,064

建物及び構築物 28,625

土地 7,046

無形固定資産その他 75,049

建物及び構築物 1,199

有形固定資産その他 19

のれん 605,023

無形固定資産その他 681,708

合計 2,556,421

店舗

賃貸資産

その他

エ．資産のグルーピング 

キャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位とし、賃貸資産及び遊休不

動産等については、個別の物件毎にグルーピングしております。 

オ．回収可能価額の算定方法 

資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額により算定

しており、使用価値は将来キャッシュ・フローを 5.0％～9.3％で割り引いて算出しており

ます。 
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（６）連結株主資本等変動計算書に関する注記 

①発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 当連結会計年度 

 期首株式数（株）

当連結会計年度 

 増加株式数（株）

当連結会計年度 

 減少株式数（株）

当連結会計年度末

  株式数（株） 

発行済株式 

 普通株式 34,770,184 1,388,700 ― 36,158,884

合計 34,770,184 1,388,700 ― 36,158,884

自己株式 

 普通株式 119,343 ― ― 119,343

合計 119,343 ― ― 119,343

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加は、新株予約権の権利行使によるものであります。 

２．普通株式の自己株式の当連結会計年度末株式数には、役員株式給付信託の信託財産と

して、株式会社日本カストディ銀行（信託口）が保有する当社株式（当連結会計年度

期首 119,000 株、当連結会計年度末 119,000 株）が含まれております。 

②新株予約権等に関する事項 

新株予約権の内訳 

新株予約権の

目的となる 

株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 

当連結会計

年度期首 
増加 減少 

当連結会計 

年度末 

行使価額修正条項付

第１回新株予約権 
普通株式 ― 6,700,000 1,388,700 5,311,300

合計 ― 6,700,000 1,388,700 5,311,300

③配当に関する事項 

ア．配当金支払額  

該当事項はありません。 

イ．基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

該当事項はありません。 
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（７）金融商品に関する注記 

①金融商品の状況に関する事項

ア．金融商品に対する取組方針 

当社グループでは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達につい

ては銀行借入及び社債等による方針であります。デリバティブは、後述するリスクを回避す

るために利用しており、投機的な取引及び短期的な売買損益を得る目的の取引は行わない方

針であります。

イ．金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス

クに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況

を把握する体制としております。

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の

関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。

長期貸付金、差入保証金は主に店舗等の賃貸借契約に伴うものであり、契約先の信用リス

クに晒されております。当該リスクに関しては、契約締結前に対象物件の権利関係などの確

認を行うとともに、契約先ごとの期日管理及び残高管理を行っております。

営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。

一部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、為替変動リスク

を回避するために、デリバティブ取引（為替予約取引）をヘッジ手段として利用しておりま

す。

長期借入金及び社債（原則として 10 年以内）は主に設備投資に係る資金調達であります。

変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、一部については、支払金利

の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、個別契約ごとにデリバティブ取引

（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、「社内管理規程」に従い財務経理部長が契約

額、期間等の稟議決裁を経て執行し、定期的に取引内容について担当取締役に報告し、担当

取締役は取締役会に報告する方針でリスク管理をしております。また、デリバティブ取引の

契約先はいずれも信用度の高い金融機関であるため相手方の契約不履行による信用リスクは

ほとんどないと判断しております。

なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価

方法等については、前述の「４．連結注記表 （１）連結計算書類作成のための基本となる

重要な事項に関する注記等 ④会計方針に関する事項 Ⅴ）重要なヘッジ会計の方法」をご

参照ください。 

また、営業債務、借入金及び社債は、流動性リスクに晒されておりますが、各部署からの

報告に基づき財務経理部長が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性の

維持などにより流動性リスクを管理しております。
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②金融商品の時価等に関する事項

令和３年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりませ

ん。（（注）２．参照）

連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

ア.現金及び預金 9,431,344 9,431,344 －

イ.売掛金 1,419,874

　　貸倒引当金(*1) △ 2,948

1,416,925 1,416,925 －

ウ.未収入金 2,190,782

　　貸倒引当金(*1) △ 554

2,190,228 2,190,228 －

エ.投資有価証券 502,821 502,821 －

オ.長期貸付金(*2) 887,435 927,767 40,331

カ.差入保証金 4,343,637 4,305,131 △ 38,506

資産計 18,772,391 18,774,217 1,825

ア.買掛金 1,443,250 1,443,250 －

イ.未払金 2,077,275 2,077,275 －

ウ.社債(*2) 7,050,000 7,057,900 7,900

エ.長期借入金(*2) 5,941,913 5,983,128 41,214

オ.リース債務(*2) 1,253,105 1,227,647 △ 25,457

負債計 17,765,544 17,789,201 23,656

デリバティブ取引(*3)

ア.ヘッジ会計が適用
されていないもの

－ － －

イ.ヘッジ会計が適用
されているもの

76,016 76,016 －

デリバティブ取引計 76,016 76,016 －

(*1) 債権に対応する貸倒引当金を控除しております。

(*2) １年内回収予定の長期貸付金、１年内償還予定の社債、１年内返済予定の長期借入

金及び１年内返済予定のリース債務を含んでおります。

(*3) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で

正味の債務となる項目については（ ）で示しております。

(注)１．金融商品の時価の算定方法

資 産

ア．現金及び預金、イ．売掛金、ウ．未収入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。
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エ．投資有価証券 

これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、その他は取引金融

機関から提示された価格によっております。

オ．長期貸付金、カ.差入保証金

これらの時価について、契約先ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利

回り等適切な指標の利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負 債

ア．買掛金、イ．未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

ウ．社債、エ．長期借入金、オ．リース債務

これらの時価について、元利金の合計額を同様の新規借入・発行・契約を行った

場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。但し、変動金

利による長期借入金については、金利が一定期間ごとに更改される条件となってい

るため、時価は帳簿価額にほぼ等しいといえることから、当該帳簿価額によってお

ります。

デリバティブ取引

ア．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

 取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

イ．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

また、金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入

金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて

記載しております。

(注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額(千円) 

非上場株式 74,865

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから、「エ．投資有価証券」には含めておりません。
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（８）資産除去債務に関する注記 

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの 

①当該資産除去債務の概要 

不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

②当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を取得から１年～20 年と見積り、割引率は 0.0%～2.1%を使用して資産除去

債務の金額を計算しております。 

③当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高              1,423,233 千円 

有形固定資産の取得に伴う増加額    129,507 

時の経過による調整額           5,766 

資産除去債務の履行による減少額   △278,496 

為替換算差額               134 

期末残高              1,280,144 

（９）１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額                     271 円 32 銭 

１株当たり当期純損失（△）               △116 円 47 銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの

１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

（注）１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

親会社株主に帰属する当期純損失（△） △4,067,507（千円） 
普通株主に帰属しない金額 ―（千円） 

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純損失（△） △4,067,507（千円） 

普通株式の期中平均株式数 34,923,094（株） 

（10）その他注記 

（企業結合等関係） 

（企業結合に係る暫定的な会計処理の確定） 

令和２年２月１日に行われた当社と株式会社家族亭との企業結合について、前連結会計年度に

おいて暫定的な会計処理を行っておりましたが、当連結会計年度に確定しております。 

この暫定的な会計処理の確定に伴い、取得原価の当初配分額に重要な見直しが反映されており、

無形固定資産に 637,000 千円、繰延税金負債に 220,083 千円が配分された結果、暫定的に算定さ

れたのれんの金額は 1,065,156 千円から 416,916 千円減少し、648,239 千円となっております。 

なお、令和２年２月１日に行われた当社と株式会社サンローリーとの企業結合については、取

得原価の当初配分額に重要な修正は生じておりません。 
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（単位：千円）

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 その他利益剰余金 利益剰余金合計

当期首残高 8,532,856 5,586,065 805,286 6,391,352 △1,409,751 △1,409,751 △120,009 13,394,446

当期変動額

新株の発行 543,254 543,254 543,254 1,086,508

令和3年3月期決算処理による
任意積立金取崩

 －  －  －

当期純損失 △2,591,187 △2,591,187 △2,591,187

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 543,254 543,254  － 543,254 △2,591,187 △2,591,187  － △1,504,679

当期末残高 9,076,110 6,129,319 805,286 6,934,606 △4,000,939 △4,000,939 △120,009 11,889,767

当期首残高 84,925 32,731 △962,306 △844,649  － 12,549,797

当期変動額

新株の発行 1,086,508

令和3年3月期決算処理による
任意積立金取崩

 －

当期純損失 △2,591,187

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

90,434 20,024  － 110,458 13,012 123,471

当期変動額合計 90,434 20,024  － 110,458 13,012 △1,381,207

当期末残高 175,359 52,755 △962,306 △734,190 13,012 11,168,589

（注）その他利益剰余金の内訳

当期首残高 383,257 △1,793,009 △1,409,751

当期変動額

新株の発行

令和3年3月期決算処理による
任意積立金取崩

△755 755  －

当期純損失 △2,591,187 △2,591,187

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 △755 △2,590,432 △2,591,187

当期末残高 382,501 △4,383,441 △4,000,939

(注)記載金額は、表示単位未満の端数を切捨て表示しております。

株主資本等変動計算書
自　令和２年４月１日

至　令和３年３月31日

項　目

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計

項　目

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益 土地再評価差額金

評価･換算
差額等合計

項　目
固定資産

圧縮積立金
繰越利益剰余金

その他利益剰余金
合計
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個別注記表 

（１）重要な会計方針に係る事項に関する注記 

①資産の評価基準及び評価方法 

ア．有 価 証 券 

（ア）子 会 社 株 式………移動平均法による原価法 

（イ）そ の 他 有 価 証 券

時 価 の あ る も の………決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純 

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

時 価 の な い も の………移動平均法による原価法 

イ．デ リ バ テ ィ ブ………時価法 

ウ．た な 卸 資 産………通常の販売目的で保有するたな卸資産については、評価基

準は原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

（ア）原 材 料………総平均法  

（イ）貯 蔵 品………総平均法  

 ②固定資産の減価償却の方法 

  ア．有 形 固 定 資 産………定率法により償却しております。 

(リース資産除く )      なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

                        建物        ５年～20 年 

構築物       ５年～10 年 

機械及び装置    ４年～９年 

工具、器具及び備品 ３年～15 年 

  イ．無 形 固 定 資 産………定額法により償却しております。 

(リース資産除く )   なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用

可能期間(５年)に基づいております｡ 

ウ．リ ー ス 資 産………所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産につい

ては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定す

る方法によっております。なお、リース取引開始日が平成 20 年

3 月 31 日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

③引当金の計上基準 

ア．貸 倒 引 当 金………売掛金等債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

イ．賞 与 引 当 金………従業員の賞与支給に備えるため、賞与の支給見込額の当事業年
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度対応分を計上しております。 

ウ．店舗閉鎖損失引当金………閉店等により発生する損失に備えるため、合理的に見込まれる

保証金解約損失等の関連損失を引当計上することにしておりま

す。 

エ. 役員退職慰労引当金………役員の退任時の役員退職慰労金の支給に備えるため、役員退職

慰労金の内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

なお､役員退職慰労金の算定に際して、平成 14 年６月末日をも

って平成 14 年７月以降の在任年数の加算を打ち切っております。 

オ．役員株式給付引当金………役員の退任時に当社株式を給付する株式報酬制度に基づき、一

定の要件を満たした取締役に対してポイントを付与し、当該ポ

イントに相当する引当金を計上しております。 

 ④重要なヘッジ会計の方法 

  ア．ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の

要件を充たしている場合には振当処理を、金利スワップ取引については、特例処理の条件を

充たしている場合には特例処理を採用しております。 

  イ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。 

（ア）ヘッジ手段………為替予約 

 ヘッジ対象………原材料輸入による外貨建買入債務及び外貨建予定取引 

（イ）ヘッジ手段………金利スワップ 

 ヘッジ対象………借入金 

  ウ．ヘッジ方針 

主に当社の内規である「社内管理規程」に基づき、為替変動リスク、金利変動リスクをヘ

ッジしております。 

  エ．ヘッジ有効性の評価 

     ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フローの変動の累計とヘッジ手段の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しており

ます。 

     ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しておりま

す。 

 ⑤その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

  ア．繰延資産の処理方法 

     社債発行費…社債償還期間にわたり均等償却しております。           

イ．消費税及び地方消費税の会計処理 

税抜方式によっております。 
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（２）表示方法の変更  

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用） 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第 31 号 令和２年３月 31 日）を

当事業年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に会計上の見積りに関する注記を記載

しております。 

（３）会計上の見積りに関する注記 

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年

度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりであります。 

①貸倒引当金 

Ⅰ）当事業年度の計算書類に計上した金額 

（単位：千円） 

 当事業年度 

短期貸付金（注１） 2,578,618

１年内回収予定の長期貸付金（注１） 240,000

長期貸付金（注１） 1,665,000

貸倒引当金（注２） △905,000

注１．子会社への貸付金の金額を記載しております。 

注２．株式会社家族亭への貸付金に対し、計上しております。 

Ⅱ）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する事項 

当社は、売掛金等債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

貸倒引当金として計上しております。 

当社グループは、キャッシュマネジメントシステムを導入しており、新型コロナウイルス

感染症の影響による売上高の減少等に伴い、同システムによる子会社への貸付金や、一部の

子会社との金銭消費貸借契約に基づく長期貸付金の残高の資産に占める割合が高くなってお

ります。 

一部の子会社への貸付金を貸倒懸念債権として区分し、当該子会社の事業計画を基に、一

定の仮定に基づき、キャッシュ・フロー見積法により回収可能性を検討した結果、回収不能

見込額について貸倒引当金を計上しております。 

事業計画や市場環境の変化により、その見積り額の前提とした条件や仮定に変更が生じた

場合、貸倒引当金の追加計上又は取崩しにより、翌事業年度の計算書類に重要な影響を与え

る可能性があります。 
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②固定資産の減損 

Ⅰ）当事業年度の計算書類に計上した金額 

（単位：千円） 

 当事業年度 

有形固定資産 5,108,242

無形固定資産 284,694

Ⅱ）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する事項 

連結計算書類「４．連結注記表 （３）会計上の見積りに関する注記 ①固定資産の減損」の

内容と同一であります。 

③繰延税金資産の回収可能性 

Ⅰ）当事業年度の計算書類に計上した金額 

（単位：千円） 

 当事業年度 

繰延税金資産 413,132

Ⅱ）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する事項 

連結計算書類「４．連結注記表 （３）会計上の見積りに関する注記 ②繰延税金資産の回収

可能性」の内容と同一であります。 

（４）貸借対照表に関する注記 

①関係会社に対する金銭債権及び金銭債務   

 短期金銭債権 

 短期金銭債務 

長期金銭債権 

長期金銭債務 

4,910,989千円

1,293,149  

1,685,000  

16,680

②有形固定資産の減価償却累計額 

   建物 

   構築物 

   機械及び装置 

   工具、器具及び備品 

   リース資産

    計   

10,884,294千円

1,723,378  

357,030  

2,980,278  

1,109,611  

17,054,594  

(有形固定資産の減価償却累計額に減損損失累計額を含めて表示しております。) 
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③担保に供している資産及び担保に係る債務 

    建物 

      土地 

   投資有価証券       

    計 

    上記に対する債務 

     長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）   

49,277千円

2,804,319  

      278,099  

3,131,695  

2,699,400千円

④特定融資枠 

運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行２行と特定融資枠契約を締結しております。

特定融資枠契約の総額                  4,500,000千円

当事業年度末借入実行残高                          －千円

⑤土地の再評価 

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評価に関する

法律の一部を改正する法律（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、再評価に係る繰延税金負債を負債の部に、土地再評価差額金を純資産の部に、そ

れぞれ計上しております。 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年3月31日公布政令第119号)第２条第４号に定める

地価税法第16条に規定する「地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するため

の財政評価基本通達」により算出しております。 

再評価を行った年月日                       平成12年３月31日

再評価を行った土地の当期末における 

時価と再評価後の帳簿価額との差額                 △1,106,748千円 

（５）損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

  営 業 取 引 高 

    売  上  高  

販売費及び一般管理費

営業取引以外の取引高 

16,446,099千円 

16,445,605千円 

494千円 

  29,196千円 

（６）株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

  普通株式   119,343 株 

（注）上記の自己株式には、役員株式給付信託の信託財産として、株式会社日本カストディ銀

行（信託口）が保有する当社株式 119,000 株が含まれております。
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（７）税効果会計に関する注記 

①繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

賞与引当金                          8,675 千円 

未払事業税                          9,521   

未払事業所税                          566   

未払社会保険料                       1,328   

減価償却超過額                      415,578     

減損損失                         658,841     

投資有価証券                         33,311   

関係会社株式                      1,246,447 

資産除去債務                         122,078     

貸倒引当金                        276,930     

役員退職慰労引当金                      8,492     

その他                              37,142   

繰延税金資産小計                    2,818,912   

評価性引当額                     △2,158,600   

繰延税金資産合計                     660,311   

繰延税金負債 

固定資産圧縮積立金                   △168,653   

資産除去債務に対応する除去費用              △13,625   

その他有価証券評価差額金                 △34,959   

繰延ヘッジ損益                      △23,261 

その他                           △6,678   

繰延税金負債合計                    △247,178   

繰延税金資産の純額                       413,132

②法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因 

当事業年度は税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。
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(８）関連当事者との取引に関する注記 

種類 会社等の名称

議決権等の
所有

（被所有）
割合（％）

関連当事者

との関係
取引内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

不動産の賃貸（注２） 99,088

原材料等の販売（注３） 8,384,408

設備の賃貸（注４） 811,689

経営指導料（注５） 484,044

商標権使用料（注６） 320,868

業務受託等（注７） 92,730

子会社債務の

支払代行（注８）
－ その他流動資産 368,207

子会社債権の

回収代行（注９）
－ 未払金 441,388

資金の貸付（注10） 811,916 短期貸付金 2,180,549

利息の受取（注10） 3,247 － －

原材料等の販売（注３） 4,752,802

経営指導料（注５） 325,404

業務受託等（注７） 13,760

資金の借入（注10） 323,575 短期借入金 448,732

利息の支払（注10） 1,294 － －

利益配当金の受取 430,000 － －

資金の貸付（注10） 726,598 短期借入金 390,095

1年内回収予定の

長期貸付金（注11）
200,000

長期貸付金（注11） 1,600,000

利息の受取（注10） 2,906 その他流動資産 2,948

資金の借入（注10） 72,854 短期貸付金 86,958

利息の受取（注10） 291 － －

資金の貸付（注10） 136,403 短期貸付金 200,057

利息の受取（注10） 545 － －

資金の貸付（注10） 94,446 短期貸付金 111,052

1年内回収予定

の長期貸付金
40,000

長期貸付金 65,000

利息の受取（注10） 377 その他流動資産 55

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
　　　２．不動産の賃貸料については、路線価や近隣相場を勘案して合理的に決定しております。

 　　 ３．原材料等の販売については、当社の仕入価格を勘案し合理的に決定しております。
 　　 ４．設備の賃貸料については、減価償却費相当額などを勘案して決定しております。

 　　 ５．経営指導料については、双方協議の上、合理的に決定しております。

 　　 ６．商標権使用料については、FC契約の際のロイヤリティ等を勘案して合理的に決定しております。
 　　 ７．業務委託料については、双方協議の上、合理的に決定しております。

 　　 ８．子会社債務の支払代行については、経費等の支払代行を行ったものであります。
　　　　　当社では、サトフードサービス株式会社の資金の一元管理を行っており、貸借を双方で反復継続的に行っているため、

　　　　　取引金額を記載しておりません。

 　　 ９．子会社債権の回収代行については、売掛金等の債権の回収代行を行ったものであります。
　　　　　当社では、サトフードサービス株式会社の資金の一元管理を行っており、貸借を双方で反復継続的に行っているため、

　　　　　取引金額を記載しておりません。
 　　 10．資金の貸付・借入利率については、市場金利を勘案し合理的に決定しております。なお、担保は受け入れておりません。

          CMS（キャッシュマネジメントシステム）にかかるものを含んでおり、CMSによる取引金額は当事業年度における平均残高
　　　　　を記載しております。

 　　 11．関連会社への貸付金に対し、当事業年度において、905百万円の貸倒引当金及び貸倒引当金繰入額を計上しております。

子会社

サトフードサービス㈱
所有

直接100％

不動産の賃貸

役員の兼任
原材料等の販売

設備等の賃貸
従業員の出向

商標権管理
経営指導

業務受託

資金の貸付
資金の借入

20,000

㈱フーズネット
所有

直接100％

450,209

建物の賃貸

役員の兼任
従業員の出向

原材料等の販売
経営指導

業務受託
資金の貸付

資金の借入

売掛金

1,200,778売掛金

資金の回収
（注10）

㈱家族亭
所有

直接100％

役員の兼任

資金の貸付
資金の借入

業務受託

㈱宮本むなし
所有

直接100％

建物の賃貸

役員の兼任
原材料等の販売

資金の貸付
資金の借入

業務受託

㈱サンローリー

40,000

役員の兼任
原材料等の販売

資金の貸付

資金の借入
業務受託

資金の回収（注10）
サト・アークランド
フードサービス㈱

所有
直接51％

建物の賃貸
役員の兼任

従業員の出向

資金の貸付
業務受託

所有
直接100％
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（９）資産除去債務に関する注記 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

①当該資産除去債務の概要 

不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

②当該資産除去債務の金額の算定方法 

使用見込期間を取得から６年～20 年と見積り、割引率は 0.0%～2.1%を使用して資産除去

債務の金額を計算しております。 

③当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

期首残高                  388,213 千円 

有形固定資産の取得に伴う増加額     12,968   

時の経過による調整額           2,378  

資産除去債務の履行による減少額     △4,610   

期末残高               398,950   

（10）１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額            309 円 54 銭 

１株当たり当期純損失（△)         △74 円 20 銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの１

株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

（注）１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 当期純損失(△) △2,591,187（千円） 

 普通株主に帰属しない金額 ―（千円） 

 普通株式に係る当期純損失(△) △2,591,187（千円） 

 期中平均株式数 34,923,094 （株） 


